（様式５）

地域開放事業　企画提案書
３　課題解決について　

（１）学校施設を利用する団体の中には、地域のこどもたちの育成団体として数十年に渡り活動を続け、施設を定期的に使用する団体が多くあります。一方で、新たに学校施設の使用を希望する新規団体も多く、学校施設の需要はひっ迫した状態にあります。学校施設を区民のための共有財産として活用するにあたり、公平・公正な活用方法について貴社の考えをご記入願います。
	


（２）大田区には中学校28校のほか小学校59校の公立学校があり、次年度以降において、小学校へ委託事業を順次拡大する予定としています。区立小中学校全校87校を委託とした場合には、どのような組織・運営体制が必要か、また、委託するうえでの課題があれば、貴社の考えをご記入願います。
	


